
第1回 観光危機管理ワークショップ

「観光レジリエンスサミット」開催記念
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観光危機管理の重要性
～行政、事業者等との役割分担～
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なぜ今、観光の安全管理とリスクマネジメントなのか？

【背景】観光に影響を及ぼす災害・危機のリスクが高まっている。
• 気候変動による気象災害の頻発化・激甚化

• 大地震や津波、火山噴火の発生可能性の高まり

• 災害や大規模事故などの人為的災害

• 感染症などの健康危機

1. 旅行者・観光客の安全・安心のために

旅行の安全・安心が一層重視される今日、安全であり、安心して訪れ
ることのできる観光地・観光施設であることは、競合との差別化要素
だから。

2. 観光事業者・地域の事業継続と復興のために

観光が地域経済の柱となった今日、危機や災害で観光が影響を受け
た時、観光事業・観光経済の回復は、地域社会全体の復興にとって
極めて重要だから。
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日本で近年、観光に大きな影響を及ぼした災害・危機
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これらに伴う
風評

東日本大震災2011年

熊本地震2016年

大阪府北部地震、西日本水害、台風21号、
北海道胆振東部地震とブラックアウト

2018年

韓国との関係悪化、台風15号、19号、21号2019年

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大と移動制限2020年

1月豪雪、福島県沖、宮城県沖地震2021年

福島県沖地震2022年

台風6号、7号、西日本豪雨・水害2023年

能登半島地震、JAL機・海保機接触事故2024年



仙台市で想定される危機・災害（市地域防災計画）

地震

• 宮城県沖のひとまわり小さいプレート間地震（M7.0以上: 10年以

内の発生確率50%程度、30年以内90%程度）

• 宮城県沖地震(M7.4前後：30 年以内の発生確率60-70%）
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仙台市で想定される危機・災害（市地域防災計画）

風水害

• 氾濫（内水氾濫、河川氾濫）

• 土砂災害（土石流、がけ崩れ、地滑り）

• 風害（暴風、突風）

• 大雪・豪雪

その他災害

• 林野火災、大規模火災

• 交通災害（道路、会場、航空、鉄道）
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内水氾濫

河川氾濫



仙台市地域防災計画に書かれていること

共通編 第2部 災害予防計画 第2章 公助

第4節 帰宅困難者対策

5. 旅行客への対策〔文化観光局〕

観光客の帰宅困難者に、一時的な宿泊場所等の必要な

情報の提供を行う体制について観光関連機関と連携し整

備に努める。

第17節 教育・訓練の推進

・・・企業、観光客等に対して、必要な防災情報を提供し、
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観光危機から守るべきもの

観光地域・事業者の事業継続観光客の安全・安心危機の段階

危機の想定・分析、危機対応計画・マニュアルの策定
BCPの策定、訓練、備蓄、減災対策

平常時

情報収集、対応体制、
リスク事前対応、計画休業

情報提供、早期帰宅勧奨、
リスク除去・安全確保対策

危機発生が間近に
想定される時

避難誘導、救護、安否確認危機発生時

被害確認、従業員安否確認、
予約客対応、取消状況把握、
営業・休業判断、、営業情報発
信、運転資金・復旧資金調達

災害情報提供、安全確保、
待機場所提供、通信提供、
交通情報提供
帰宅支援

危機直後（初動期）

保険金請求手続、復旧工事発
注、従業員雇用対策、
観光復興マーケティング計画、
復旧状況情報発信

復旧期

観光復興マーケティング活動観光復興期
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観光客・旅行者と住民の違い
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観光客・旅行者

– 土地に馴染みがない、土地
勘がない

– 周囲に知っている人がいない

– 事前の避難訓練ができない

– 外国人観光客はコミュニケー
ションが難しい

– できるだけ早く自宅・自国に
帰りたい

住民・地元勤務者

– 土地勘があり、避難すべき
場所や方向がわかっている

– 周囲に知っている人がいる

– 避難訓練が可能

– コミュニケーションの問題は
ない

– できるだけ早く元通りの生
活に戻りたい



事業者と行政・観光関連団体の役割

【事業者の役割】

観光客を危険から守り、安全を確保し、安心させる。

• 安全確保の行動を指示し、安全な場所に避難誘導する。

• 避難した観光客が必要とする情報を提供する。

• 帰宅に関する支援（情報提供、移動手段提供）

【行政・観光関連団体の役割】

• 観光客・事業者への災害・安全確保情報の発信・提供

• 観光客の滞在できる避難所・一時滞在施設の提供

• 帰宅困難となった観光客への情報、食料、日用品の提供

• 帰宅困難となった観光客の帰宅支援

• 死傷した観光客の家族・関係者への対応とサポート
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【観光客の安全・安心を守る】

観光客・事業者への災害・安全確保情報の発信・提供

《考えてみてください》

仙台市内にいる外国人を含む観光客や観光事業者に、迅
速かつ確実に災害警報や安全確保の情報を発信・提供し、安
全確保の行動を促すことができますか？

たとえば：

• 台風や大雨等で大きな影響が予想されるとき（警報発表等）

• 大地震が発生した時

• 大津波警報が発表された時

• 土砂災害のリスクが高まった時
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災害警戒レベルが発表されたらどうする？
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「政府広報オンライン」

暮らしに役立つ情報より



外国人旅行者に安全確保の行動を促す

外国人を含む観光客に、迅速かつ確実に災害警報や安全確
保の情報を発信・提供し、安全確保の行動を促すことができま
すか？

• 「警戒レベル４が発令されました。危険な場所から全員避難
してください。」 ＞どこに、どのように避難するの？

⇒がけ崩れの恐れがあるので、近くの避難所に避難します。
私についてきてください。

⇒洪水の恐れがあるので、この建物の４階以上に避難します。

⇒洪水の恐れがありますが、この建物は安全です。絶対に建
物の外に出ないでください。
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「従業員の指示に従う」行動の呼びかけ

『従業員の指示に従って、落ち着いて行動してください』
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出典：東京都「外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル」（改訂版）



身の安全確保や危険回避の呼びかけ

• 突発的に発生する災害（地震など）の場合

安全確保の行動を促す呼びかけ、指示

• 発生が予想される災害（風水害など）の場合

• 予め安全な場所への避難の呼びかけ

＊どのような場合には、どこに避難するのが
安全かを事前に確かめておく
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出典：東京都「外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル」（改訂版）



状況の説明

『現在、何が起きているか』

『どのようなリスクや影響が予想されるか』

『何をすれば安全か』

を明確かつ簡潔に伝える。

外国人旅行者に対して十分な対応ができない場合は、日本
人旅行者で外国語が話せる人や、外国人旅行者で日本語
の堪能な人に協力をお願いします。

『外国人旅行者の支援をしていただける方はいませんか』
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出典：東京都「外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル」（改訂版）



滞在者の安否確認

お客様全員の安否確認

• フロアやゾーンを担当する従業員がそれぞれ確認

• 同時に客室の状況も確認

• パブリックスペース（トイレ・浴室等）も忘れずに

建物や施設の安全確認

• 亀裂、傾き、ガラス等の破損、タイルの剥離・落下

• 火災

• 停電

• エレベーターの閉じ込め
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安全な場所への避難誘導

施設内での避難が危険な場合、安全な場所に避難誘導

• 「安全な場所」は、発生した危機や状況によって異なる

• その時の状況で、「安全な場所」へ避難誘導

＊水害や津波等の場合、上層階が「一番安全な場所」という
いうこともあり得る

避難誘導の方法

• 避難誘導する前に、避難ルートの安全を確認

• 従業員が先導し、 “Follow me!” “Follow her/him!”

• 避難に援助が必要な人がいる時は、周囲に協力を頼む

18

出典：東京都「外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル」（改訂版）



【観光客の安全・安心を守る】

観光客の滞在できる避難所・一時滞在施設の提供

《考えてみてください》

災害が発生または発生が予想される時、外国人を含む観光客が滞在
できる安全な避難所や一時滞在施設を設置し、行き場所のない観光客
を誘導し、受け入れる準備ができていますか？それはどのような場所で
すか？

たとえば：

• 大地震が発生し、多くの観光客が帰宅困難になった場合

• 大雨による土砂崩れで幹線道路が不通になり、観光客を乗せた多くの
車両が道路上で立ち往生した時

• 災害発生により、新幹線が不通となり、主要道路が緊急輸送路に指定
されたため一般車の通行ができなくなった時
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【観光客の安全・安心を守る】

帰宅困難となった観光客への情報、食料、日用品の提供

《考えてみてください》

指定避難所等に滞留している外国人を含む観光客に必要な情報と食
料・水、日用品を提供する準備がありますか？

• そのような場合、観光客にどのような情報を提供しますか？

• その情報は、どこ（情報源）から、どのように収集しますか？

• 情報は、だれが、どのように観光客に提供しますか？

• 観光客に提供できる食料・水・日用品はどこにありますか？

• 宗教や文化上、食べられるものが限られる観光客にも提供できる食料

がありますか？
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【観光客の安全・安心を守る】

帰宅困難となった観光客の帰宅支援

《考えてみてください》

帰宅困難となり仙台市内に滞留している観光客が、1日も早く帰
宅・帰国できるようにするために、どのような支援をしますか？

• 帰宅に関する交通機関の最新の運行情報を、収集し、滞留して
いる観光客に提供する準備がありますか？

• 観光地につながる主要道路が緊急輸送路に指定された場合、
帰宅困難になった観光客をどのように域外に輸送しますか？

• 早期の帰国を希望する外国人旅行者のためにどのような支援を
しますか？

• 運用を再開した空港や、運行を再開した鉄道の駅まで、帰宅困
難になった観光客を輸送する準備がありますか？
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能登半島地震からの学びと教訓
（和倉温泉の例）
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能登半島地震からの学びと教訓（和倉温泉加賀屋）
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能登半島地震からの学びと教訓（和倉温泉加賀屋）

 最初の揺れ（最大震度5強）
「大きな地震を感じました。安全が確認できるまでその場に控え
て待機ください。エレベーターの使用もお控えください」

 本震（最大震度７）
「従業員がお客様を安全な場所に誘導いたします。従業員の
指示に従って避難してください。避難が困難な方は、内線191
番の防災センターにご連絡ください」
「貴重品は持たず、エレベーターは使用しないでください」
• フロア担当スタッフが下の階から順に玄関前駐車場へ誘導
• 上層階のお客様は、安全確認ができた４階スペースに誘導

写真提供：株式会社加賀屋 24



能登半島地震からの学びと教訓（和倉温泉加賀屋）

避難誘導後
寒さ対策（6 、暖の確保が急務）
• 高齢者、女性、乳幼児 玄関前に停めたバス車内
• 他のお客様：スタッフジャンパー、毛布、バスタオル、カイ

ロ

大津波警報発表
• 高台の小学校へ全員避難誘導
• 担当の客室係が付き添い、原則徒歩
• 歩けない人は車いすや社員がおんぶ

避難場所での対応
• 避難住民も含む分のおにぎり提供
• 売店の菓子、粉ミルクに必要なお湯を沸かす電気ポット

10数台
• 掛布団、毛布などを旅館から運搬
• 社員は、避難時に部屋に残した薬や携帯電話をお届け

写真提供：株式会社加賀屋
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能登半島地震からの学びと教訓（和倉温泉加賀屋）

帰宅支援

• 津波避難完了後（23時）から帰宅支援の準備開始

• 荷物は従業員が運び出し、宿泊者情報を参照しながら
お客様に返却

• 金沢まで行けば、道路・鉄道とも利用可との情報

【自家用車利用のお客様】

• 通行可能な道の情報をお客様に提供
• ２日午前９時までに、チェックアウト・お見送り完了

【公共交通機関利用のお客様】

• 金沢までバスで輸送

• バス会社はNG
• 社員が通行可能な道を下見

• 自社所有全11車両を稼働

• ２日11:15 金沢へ向け出発 写真提供：株式会社加賀屋
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能登半島地震からの学びと教訓（和倉温泉加賀屋）

迅速で的確な対応を可能にしたもの

• 2007年能登半島地震を教訓にした非常時対応マニュアル

• 昨年11月に実施した火災を想定した防災訓練

• 「笑顔で気働き」 加賀屋のおもてなしの基本

マニュアルで想定していないことも、お客様の意を読み取
り、先回りして意を現実のものとして差し上げる

• いざという時に求められる対応には、終わりがない。マニュ
アルも訓練もこれで十分とは考えずに、経験をもとに常に
見直してブラッシュアップしていくことが必要。
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危機対応の備えの必要性

災害や危機が発生したとき

• 突然発生することが多い

• 情報が限られ、状況の把握が難しい

• 事態の進展が予期しにくい

• 短時間で意思決定をしなければならない

• 次々にさまざまなことの意思決定を迫られる

• 限られた人員で対応しなければならない

• 判断を誤ると、影響が悪化・拡大する
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危機対応の備えの必要性

平常時に、起こりうる災害や危機を想定して、その対応計画
を作っておく。

• 事前意思決定

• Proactive 「予め、積極的・能動的」

• Reactive 「危機が起きてから、受動的」

29



自治体・DMOの危機・災害への備え

自組織や関係機関の関係担当者から成るチームで、ひとつひとつ検討し
ながら計画・マニュアルを作るのが理想。

検討のプロセスそのものが、危機対応への備えになる。

1. 起こり得る危機・災害を想定する（１丁目１番地）

2. 危機・災害が起きた場合の観光客・旅行者への影響（被害・困ること・不
安）を具体的に考える。

3. 観光客・旅行者への影響を防止、抑制、解消する対応を予め検討し、関
係機関と事前調整する。

※既存計画（地域防災計画等）との整合に注意！

4. 観光客・旅行者への影響を防止、抑制、解消する事業者の対応を支援
するための方策を予め検討する。

5. 危機への対応を迅速かつ的確に実行できるよう、予め準備しておく。
 計画・マニュアル化

 訓練

 備蓄
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備える：参考にできる資料・ツール類

• 観光庁「観光危機管理計画等作成の「手引き」」

（自治体・DMO用／事業者向け）

• 観光庁「「伝わる表現」のための用語集」

• 東京都「外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル」

• 大阪府「外国人旅行者の安全確保・帰国支援に関するガイドライン」

• 大分県由布市「由布市観光事業者災害対応マニュアル」

• 富山県「外国人旅行者の安全確保に関するガイドライン」

• 富士五湖観光連盟「富士五湖観光事業者災害対応マニュアル」
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国の動き

観光立国推進基本計画（令和５年３月31日閣議決定）

第３ 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１．持続可能な観光地域づくり戦略

（10）旅行者の安全の確保等

ウ 訪日外国人旅行者等の災害被害軽減

• 持続可能な観光立国を目指すため、政府一体となって総合的な災
害対策を推進し、安全・安心の確保に努める 。

• 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、（中略）混乱なく避
難誘導できるよう、多言語による適切な情報発信等の対策を行う。

• 災害・危機が発生した際、訪日外国人も含めた旅行者の円滑な避難
誘導を実現するため、災害時等の連絡体制、情報収集・発信の枠組
み、旅行者の支援体制等を盛り込んだ「観光危機管理計画」につい
て、地方公共団体 ・観光関連事業者による策定を推進し、安全・安
心 な訪日旅行環境の整備を進める。
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リスクの想定は、観光危機管理の「一丁目一番地」

• リスクを見誤ると・・・

「想定外」が起きる。
• この場所で、こんな危機や災害が起きるとは思わなかった。

• 災害は想定していたが、災害の規模が想定より大きかった。

• 災害は想定していたが、その災害でこのような被害が起きることは想定していな
かった。

• 危機の結果生じるリスクを把握し、それに対する対応策を考え、記述す
ることが危機管理計画・危機対応マニュアル・事業継続計画（BCP）。

• 危機発生時に対応策を的確に実行することが観光危機管理、危機対応。

そのためには、

• その地域や観光施設で起こり得る「危機」と

• 「危機」による観光客・旅行者、事業への影響を具体的に想定すること。
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災害に備える
事業継続計画（BCP）のすすめ
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災害による観光事業者への影響

観光施設等の損壊

観光客・旅行者の旅行見合わせ
観光施設の休業、交通機関の不通
観光客の心理的要因
• 被害の大きかった地域の安全への懸念
• 被害のない、小さかった地域の安全への懸念（風評被害）

観光関連事業者の経営悪化
災害 観光客減少 売上減 財務悪化（運転資金、借入金）

観光関連産業従事者の雇用不安
会社の経営悪化

勤務時間減、賞与減額・不支給、解雇、雇止め、

観光関連事業者の取引先への影響
 食材等納入業者＞生産者
 付帯サービス業（リネンクリーニング、人材派遣、清掃サービス等）
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観光危機のタイムライン

地域・事業者の事業継続観光客の安全・安心危機の段階

危機の想定・分析、危機対応計画・マニュアルの策定
BCPの策定、訓練、備蓄、減災対策

平常時

情報収集、対応体制、
リスク事前対応、計画休業

情報提供、早期帰宅勧奨、
リスク除去・安全確保対策

危機発生が間近に
想定される時

避難誘導、救護、安否確認危機発生時

被害確認、従業員安否確認、
予約客対応、取消状況把握、
営業・休業判断、運転資金 確
保、営業情報発信

災害情報提供、安全確保、待
機場所提供、通信提供、交通
情報提供、帰宅支援

危機直後（初動期）

保険金請求手続、復旧工事発
注、従業員雇用対策、
観光復興マーケティング計画、
復旧状況情報発信

復旧期

観光復興マーケティング活動観光復興期
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東日本大震災による倒産

業種別倒産件数：2011～2016年計

• サービス業 417件（22.0％）

• 卸売業 384件（20.2％）

• 製造業 369件（19.4％）

• 建設業 281件（14.8%）

• 小売業 273件（14.4％）

東日本大震災による倒産は、地震や津波による直接損害に起因す
るもの（180件）と比べ、被災地外にも及ぶ間接損害によるもの
（1,718件）が多い。

宿泊業の倒産の特徴：震災後の「消費マインドの低下」により、キャ
ンセルの発生、観光客の減少。客室稼働率が低下し、資金繰りが
ひっ迫、倒産（被災地外）。

37（出典：帝国データバンク『「東日本大震災関連倒産」の動向調査』（2011年5月6日付）より内閣府作成）



観光事業者におけるBCPとは？

「事業継続計画」

緊急時により確実に事業を継続
するために予め定めた計画

• BCPを作成

• 災害・危機が発生した際にBCP
にもとづいて迅速かつ適切に
対応

事業の継続と早期回復がより確
実に

38出典：日本観光振興協会「BCP作成で持続可能な観光経営を」



東日本大震災による倒産

業種別倒産件数：2011～2016年計

• サービス業 417件（22.0％）

• 卸売業 384件（20.2％）

• 製造業 369件（19.4％）

• 建設業 281件（14.8%）

• 小売業 273件（14.4％）

東日本大震災による倒産は、地震や津波による直接損害に起因す
るもの（180件）と比べ、被災地外にも及ぶ間接損害によるもの
（1,718件）が多い。

宿泊業の倒産の特徴：震災後の「消費マインドの低下」により、キャ
ンセルの発生、観光客の減少。客室稼働率が低下し、資金繰りが
ひっ迫、倒産（被災地外）。

39（出典：帝国データバンク『「東日本大震災関連倒産」の動向調査』（2011年5月6日付）より内閣府作成）



宿泊・飲食サービス事業者のBCP策定率は全業種で最低

40令和５年「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」（内閣府）



BCP を策定していない理由

0 10 20 30 40 50 60

優遇措置がない

業界団体の要請がない

策定費用が確保できない

策定に際して適切な相談ができる先・関係…

策定後の効果が不明

国や地方自治体の入札要件にない

株主の要請がない

取引先や顧客からの要請がない

法令等による規定・規制がない

親会社・グループ会社の要請がない

策定に必要なスキルやノウハウがない

策定する人材が確保できない

全体 宿泊業、飲食サービス業
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事業継続・危機管理は重要な経営課題

★トップが旗を振ることが、事業継続・危機管理強化のカギ

事業継続・危機管理は
経営課題です！

危機管理に対する組織トップの理解が足りないと・・・

危機管理なんて、売上につながらないコストだから、消防署に指導され
ない程度に、ほどほどにしておけばいい。

危機管理に使う予算があるのだったら、もっと販売促進や誘客にお金を
使え！

☝事業継続・危機管理は、中長期的に事業を守る「投資」です！
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五稜郭タワー（函館）のBCP

• 北海道南西沖地震（1993）、有珠山噴火（2000）、リーマンショック（2008）、東日本
大震災（2011）、北海道胆振東部地震（2018）を経験。

• 自然災害、人的災害、未知の感染症、テロ・凶悪事件など数多くの危機を想定

• 停電によるエレベーターの緊急停止に伴う顧客の誘導・避難・救出・断水・トイレの
使用不可など、様々なシチュエーションを意識しながら、対応策を検討。

• 長期に休業せざるを得ない時にも、従業員を解雇せず賃金を払い続けられるよう
にと蓄えた現預金は、コロナ前10億円を超えた。 コロナ禍でも雇用を維持

写真提供：五稜郭タワー株式会社
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当社の事業にふさわしいサービスが提供できるようになるまで、
営業を休止する 鎌先温泉時音の宿 湯主一條の例

44
出典：日本観光振興協会「BCP作成で持続可能な観光経営を」



当社の事業にふさわしいサービスが提供できるようになるまで、営業を
休止する 鎌先温泉時音の宿 湯主一條の例

45

出典：日本観光振興協会「BCP作成で持続可能な観光経営を」



災害に備える事業計画作成の手引き

観光危機管理ワークショップ
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日商・日観振 観光関連事業者用BCP作成ガイド

1. 災害時の観光関連事業者の事業継続・事業回復の実践例を、
中小企業庁BCPモデルに反映

2. 観光業界内の業種別に、より実態に近いモデルとした
1. 宿泊

2. 観光施設

3. 飲食

4. 交通：鉄道、バス、タクシー、旅客船

3. 各業種の経営者・実務者をアドバイザーとして、3回の検討会
議を経て、現場の経験や意見を取り込んだモデルを作成

4. 観光事業者のBCP作成ガイド活用支援（各地の商工会議所と
連携）

2021年度 広島、鳥羽、静岡でのモデル事業

2022年度 全国に展開

2024年 国連防災機関（UNDRR）で英語版を公開
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BCP作成ガイド、記入例、BCP例

BCPの検討・作成の
ための手順を追った
「手引き」

各社で項目毎に検討
し、検討結果を記入

48

BCP作成ガイド BCP記入例

BCP作成ガイドの検
討・記入の例

業種・業態毎に代表
的な企業モデルを想
定、その企業が検討
するであろう内容を
記入例として提示

BCP例

BCP作成ガイド記入
内容をもとに、実際
のBCPとして必要な
要 素 に 絞 り 込 ん だ
「自社BCPの完成イ
メージ」例

BCP例を参考に、検
討時のみに必要な内
容を削除・編集

観光BCP作成ガイド：https://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2022/0829140014.html



事業継続（計画）のポイント

1. Proactive
災害等が起きる前に、Proactiveに事業継続計画を作っておく

2. すばやい状況把握と判断

災害自体や自社の被害・影響、観光地全体の状況を把握し、自社の
営業をどうするかを迅速に判断する

3. 運転資金の確保

売り上げ減に備えて、当座の運転資金を確保する

4. 雇用維持

従業員の雇用維持は経営者の使命、さまざまな選択肢を検討する

5. 市場・顧客とのコミュニケーション

市場に現状を正確に伝え続ける

6. 地域との連携、公的支援の最大活用

自社だけで動かない、公的支援は最大に活用して、事業を守る
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BCP作成の流れ

① BCP検討・作成チームを作る

「BCP作成ガイド」に沿って

② 地域・事業の災害・危機リスクを洗い出す

③ 災害・危機が発生した際のお客様と事業への影響を検討

④ 想定される災害・危機による影響への危機対応を検討

⑤ 危機対応を迅速かつ的確に実行するための備えを検討

⑥ 災害・危機後の事業継続と早期の事業回復のための対策を検討

⑦ 検討した内容を「BCP例」を参考に整理・編集 自社BCP完成

⑧ 自社BCPを社内に周知し、教育や訓練等を通じて定着させる
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観光事業者用BCPの構成（例）

１．事業継続計画（BCP）の基本方針

２．BCPの対象として想定する災害・危機

３．BCPの策定・運用体制

４．危機発生直後の対応

５．危機後の対応

６．確実な事業継続への備え

７．危機後の復旧・回復・事業再開への取組み
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１．事業継続計画（BCP）の基本方針

1.1 BCP策定・運用の目的

①お客様にとって

• 緊急時にお客様の安全を確保し、所持品等への損害を可能な限り防止する。

• 帰宅困難になったお客様の帰宅を支援し、帰宅まで安全に滞在できるようにする。

• これらをもって「安全・安心な旅館」としてのブランド価値を高める。

②取引先・事業パートナーにとって

• 非常時にも、取引先や事業パートナーの事業継続についても配慮して対応する。

• 非常時に相互に連携・協力して、自社と取引先の事業継続に向けて取り組む。

• 取引先・事業パートナーから、「いざというときに信頼できる会社」と認知される。
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１．事業継続計画（BCP）の基本方針

1.1 BCP策定・運用の目的

③従業員にとって

• 非常時の対応においては、まず従業員とその家族の安全・安心に配慮する。

• 危機・災害が起こっても、雇用の心配なく働ける会社である。

• 会社に対する安心感・信頼感の上に立ち、非常時にもお客様と会社の事業
継続のために、進んで役割を果たすことができるようにする。

④地域にとって

• 危機・災害の際にも事業を確実に継続することで、そこで働く人々の雇用と
生活を維持し、取引する地域の事業者や生産者の生業を守る会社である。

• 災害時に、地域住民や地域内の観光客等にできる限り施設を開放し、地域
の災害対応に貢献する。
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１．事業継続計画（BCP）の基本方針

1.3 危機・災害発生時の営業方針の例

大規模災害や危機が発生した場合の当館の営業方針は以
下の通りです。

当社の事業にふさわしいサービスが提供できるようになるまで、営業を
休止する。

中途半端な状態での営業は行わないが、災害発生時の緊急避難施設、
帰宅困難者の一時滞在施設として、指定避難所への移動や帰宅がで
きるまでの一時的な滞在は受け入れる。

状況と必要に応じて、日時を限って大浴場（温泉）を地域の被災者や
復興要員等に利用していただくことも検討する。
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業務を実施するために必要な資源と代替案

55

代替策の例資源（業務を行うのに必要なもの）

• 他部門スタッフによる応援、一部サービス提供
中止

サービス・スタッフ人員・スキル

• 利用に支障のない部分のみ使用して営業、

• 食事処が使用不可の場合は、宴会場等で食
事提供

客室、ロビー、食事処建物

• 災害等が予想される場合は、予約台帳や部屋
割り表を事前に印刷し、手作業で対応

• 精算システムが使用不可の場合、後日精算

予約・客室管理システム
精算システム

道具や
情報システム

• 予約台帳の事前印刷、手書き台帳への転記

• 記入された宿泊カードを転記した手書きリスト
作成

予約情報（宿泊日、氏名、
宿泊条件、人数、料金等）
当日の宿泊者情報

情報

• 食事提供の中止（素泊まりまたは朝食のみ）
• 館内の別の調理場を使って限定的に食事提供
• 外部・他館で調理しケータリング

調理場設備

• 大浴場、温泉利用なしの限定営業
• 他館、外湯の利用による代替

大浴場・温泉設備外部要因

• 基本的に営業休止

• 一時避難の場合は、代替暖房（ストーブ等）を
提供

空調その他



「作成ガイド」
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「作成ガイド」
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「作成ガイド」と「記入例」

「作成ガイド」の例

3.1 BCP策定・平常時における運用推進の体制

58

役割 担当者（役職名・氏名） 

① 統括責任者  

② サブリーダー  

③ 関係部門代表者 

部門 担当者 

  

  

  

  

 
「平常時における運用推進」には、計画内容の定期的な
見直し、従業員への教育・訓練の計画・実施、計画内容
に沿った施設内の定期的な点検・確認などが含まれます。



役割 担当者（役職名・氏名） 

① 統括責任者 社長 日商 振太郎 

② サブリーダー 常務 日商 希望 

③ 関係部門代表者 

部門 関係部門代表者 

宿泊  

調理・料飲  

施設管理  

経理・人事  

 

「作成ガイド」と「記入例」

「記入例」

3.1 BCP策定・平常時における運用推進の体制

59



「作成ガイド」
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